〇　豊川市建築開発事業協議会設置運営要領
（目的）

第１条　この要領は、豊川市建築開発事業等に関する指導要綱（以下「指導要綱」という。）第３０条基づき豊川市建築開発事業協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。

　（組織）

第２条　協議会は、別表に掲げる関係各課の代表で構成する。

（会長及び副会長）

第３条　協議会に会長及び副会長を置き、会長は建築課長、副会長は建築課課長補佐をもって充てる。

２　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

３　会長に事故があるときは、副会長がその職務を代理する。

（協議会の招集等）
第４条　会長は、指導要綱第６条による事前協議申請書が提出されたときは、事前協議の必要な関係各課を把握し、建築開発事業をしようとする者に対して事前協議申請書の必要部数を要求するものとする。
２　会長は、前項の図書の提出があったときは、協議会召集の要・不要を確認し、必要と認めた場合は、別表に掲げる関係各課のうち事前協議の必要な関係各課の代表に対して協議会の招集を行うものとする。
３　協議会は、事前協議の審査のほか、都市計画法第３２条の同意及び協議について審議するものとする。
（意見の聴取等）
第５条　会長は、指導要綱の施行において必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、建築開発事業の説明及び意見を聴き、並びに資料の提出を求めることができる。　

（事務局）

第６条　協議会の事務局は、建築課に置く。

附　則

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。　
附　則

この要領は、令和５年４月１日から施行する。　
〇　豊川市建築開発事業協議会と豊川市土地利用調整審査会（研究会）との関係について

　

豊川市土地利用調整審査会（研究会）（以下「土地利用審査会」という。）は、都市計画法、森林法、農地法等の個別法の申請の前に本市の土地利用上の観点から主として大規模な開発行為を審議するものであり、豊川市建築開発事業協議会（以下「協議会」という。）は都市計画法の申請の前に主として技術的基準、行政指導について審議するものである。

したがって、原則として市街化調整区域における３，０００㎡以上及び市街化区域における５，０００㎡以上の開発については、土地利用審査会、市街化調整区域における１ｈａ以上の開発については、土地利用審査会及び愛知県地区土地利用調整会議の審議を経た後に協議会の審議に入ることとなる。

なお、土地利用審査会において審議されたもののうち、協議会でさらに協議する必要がないと会長
が判断したものについては、土地利用審査会の審議結果をもって協議会の審議結果とすることができる。

別表（第２条関係）

	関係各課
	開発行為所掌事項
	要協議の場合の例示

	農務課
	農用地区域、農地、保安林指定区域、関係土地改良区（ほ場整備関係）、水路放流、貯留・浸透施設、自然公園区域
	左記に該当の場合、予定建築物等が市街化調整区域内の農地に影を落とす場合、水路の付替え等の場合、開発面積０.３㌶以上の場合

	環境課
	公害（騒音、振動、悪臭等）関係、豊川市公害防止に関する指導要綱
	予定建築物が工場、店舗、開発面積が０.３㌶以上の場合

	清掃事業課
	ごみの集積施設の設置等に関する指導
	予定建築物が住宅２０戸以上又は開発区域０.３㌶以上の住宅目的で行う開発の場合

	商工観光課
	大規模小売店舗立地法関係
	左記に該当の場合

	水道整備課
	上水道関係
	本市上水道使用の場合

	生涯学習課
	埋蔵文化財包蔵地、文化財保護区域
	左記に該当の場合

	道路河川管理課
	市道路、市道路側溝放流、道路・水路占用、貯留・浸透施設、砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域、河川保全区域、河川管理
道路承認工事、都市計画法第３２条同意・協議窓口
	左記区域（指定地）に該当の場合、開発区域内に道路を新設等する場合、河川放流をする場合

	公園緑地課
	公園等管理
	開発面積０.３㌶以上で公園を設置する場合

	都市計画課
	道路計画・設計、用途地域、防火地域、都市計画施設、市街地開発事業区域、地区計画区域、高度利用地区
	都市計画施設内・市街地開発事業区域・地区計画区域、高度利用地区に該当する場合、市街化調整区域内に工場等を設置する場合

	区画整理課
	土地区画整理事業区域、区画道路関係、区画道路側溝放流
	原則として土地区画整理事業施行区域内及び計画区域内、それに隣接する区域の開発

	経営課

※下水整備課
	下水処理区域、下水接続可能区域、公共下水道接続、集落排水処理区域、貯留・浸透施設
	左記に該当の場合、開発面積０.３㌶以上の場合
※供用開始区域外で取付桝設置計画がある場合

	市民協働国際課
	集会施設・掲示板設置
	予定建築物が住宅１００戸以上の場合

	人権生活安全課
市街地整備課
	道路交通関係（防護施設）
	原則としてすべての開発

	保育課
	保育園設置
	保育園の設置

	消防本部・消防署
	消防水利、消防活動用空地・進入路
	原則としてすべての開発

	教育委員会庶務課
	小・中学校設置
	原則として住宅が目的の開発面積０.５㌶以上の場合

	介護高齢課
	社会福祉施設関係
	左記に該当の場合

	建築課
	・災害危険区域、都市計画法の開発許可、建築開発事業等に関する指導要綱窓口
・土地利用
	・原則としてすべての開発
・原則として開発面積が市街化区域にあっては０.５㌶以上、市街化調整区域は０.３㌶以上の場合
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